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金額(円)

71,274,876

現 金 571,273

銀 行 預 金 70,703,603
普通預金 (3行) 70,046,960
定期預金 (1行) 656,643

合計 70,703,603

500,139,635

土 地 445,075,229

建 物 53,870,490

当期期首帳簿価額 56,446,639
当期減価償却額 △ 2,576,149
当期期末帳簿価額 53,870,490

什 器 備 品 412,488
当期期首帳簿価額 501,832
当期減価償却額 △ 89,344
当期期末帳簿価額 412,488

無 形 固 定 資 産 495,528
当期期首帳簿価額 825,875
当期減価償却額 △ 330,347
当期期末帳簿価額 495,528

敷 金 285,900

財  産  目  録
2021年(令和3年)3月31日現在

日本繊維輸入組合
科   目 摘 要

Ⅰ 資産の部

1. 流動資産

・手許在高

・銀行預金

2. 固定資産

・住所：東京都中央区日本橋本町１丁目10-1､10-16
・地積：（公簿）60.6坪＋私道5.5坪
・地目：商業地
・取得年月日：1996年3月26日

・住所：東京都中央区日本橋本町１丁目10-1､10-16
・家屋番号：10-1・鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造陸屋根４階建

(1階;164.21㎡､2階;171.31㎡､3階;151.62㎡､4階;127.98㎡)
・1997年7月17日新築

・什器備品

・通関情報処理システム開発費他

・（独）都市再生機構賃貸住宅敷金
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金額(円)

288,184,902

退 職 給 与 99,684,068
引 当 預 金 普通預金 (1行) 19,288,933

定期預金 (2行) 80,395,135
合計 99,684,068

建 物 減 価 償 却 155,190,000 ・建物減価償却引当見返
積 立 預 金 普通預金 (1行) 35,585,135

定期預金 (2行) 119,604,865
合計 155,190,000

建 物 補 修 4,736,761 ・建物補修引当見返
積 立 預 金 定期預金 (1行) 4,736,761

福 利 厚 生 資 金 28,574,073 ・福利厚生資金引当見返
積 立 預 金 定期預金 (1行) 28,574,073

859,599,413

2,271,822

預 り 金 2,271,822

99,684,068

退職給与引当金 99,684,068

101,955,890
757,643,523

2021年(令和3年)3月31日現在
財  産  目  録

日本繊維輸入組合
科   目 摘 要

・退職給与引当見返

2. 固定負債

負 債 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1. 流動負債

正 味 財 産

3. 特定資産

・職員、健康保険料、厚生年金保険料、介護保険料他
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金額（円） 金額（円）

Ⅰ  資 産 の 部 Ⅱ  負 債 の 部

（ 流  動  資  産 ） 71,274,876 （ 流  動  負  債 ） 2,271,822
現 金 571,273 預 り 金 2,271,822
銀 行 預 金 70,703,603

（ 固  定  資  産 ） 500,139,635 （ 固  定  負  債 ） 99,684,068
土 地 445,075,229 退 職 給 与 引 当 金 99,684,068
建 物 53,870,490
什 器 備 品 412,488
無 形 固 定 資 産 495,528
敷 金 285,900

Ⅲ  正 味 財 産 の 部

（ 特  定  資  産 ） 288,184,902 （ 剰 余 金 ） 757,643,523
退 職 給 与 引 当 預 金 99,684,068 建 物 減 価 償 却 積 立 金 155,190,000
建物減価償却積立預金 155,190,000 建 物 補 修 積 立 金 4,736,761
建 物 補 修 積 立 預 金 4,736,761 福 利 厚 生 資 金 積 立 金 28,574,073
福利厚生資金積立預金 28,574,073 繰 越 剰 余 金 569,142,689

（ 当 期 純 利 益 金 ） (5,563,072)

859,599,413 859,599,413合 計

借 方

合 計

日本繊維輸入組合

貸  借  対  照  表
2021年(令和3年)3月31日現在

貸 方

科 目 科 目
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当年度（円） 備 考
1 事業総利益

(1)賦課金等収入
加入金 0
平等割賦課金 2,640,000
実績賦課金 134,632,387
業務協力金 20,000,000
賦課金等収入計 ① 157,272,387

(2)事業費用
総会費 252,417
理事会費 236,241
委員会費 164,070
部会費 46,449
諸会議費 44,702
団体会費 913,000
調査広報費 383,422
貿易振興事業費 2,815,330
通関情報処理システム開発費 99,000
通関情報作成費 19,331,171
事業費用計 ② 24,285,802
事業総利益 （①  ②） 132,986,585

(3)一般管理費
人件費 93,102,019
退職給与引当金繰入 6,620,341
退職金 40,625,778
交通費 1,963,808
図書印刷消耗品費 279,728
通信運搬費 1,178,582
事務所費 9,968,006
光熱水道費 1,215,824
事務機器関連費 2,940,233
租税公課 1,146,951
減価償却費 2,995,840 ※
雑費 2,041,365
一般管理費計 ③ 164,078,475
事業損失 （① ② ③)=(ア) △ 31,091,890

2 経常利益
(1)事業外収益

受取利息 29,184
退職給与引当金取崩収入 40,625,778
建物減価償却積立金取崩収入 0
建物補修積立金取崩収入 0
福利厚生資金積立金取崩収入 0
什器備品売却益 0
事業外収益計 ④ 40,654,962

(2)事業外費用
建物減価償却積立金繰入 4,000,000
什器備品除去損 0
事業外費用計 ⑤ 4,000,000
事業外利益 （④ ⑤)=(イ） 36,654,962

5,563,072
3 特別利益

(1)特別利益
特別利益計 0

(2)特別損失
特別損失計 0
特別利益・損失計=B 0

4 5,563,072
※ ｢1 事業総利益、(3) 一般管理費 減価償却費」として2,995,840円計上している。これは｢財産目録」に計上

している｢建物｣、｢什器備品｣、｢無形固定資産」の減価償却費。収支計算書の当期収支差額 8,558,912円と
損益計算書の当期純利益金5,563,072円の差額が、減価償却費2,995,840円となる。

損  益  計  算  書
2020年(令和2年)4月1日から2021年(令和3年)3月31日まで

日本繊維輸入組合
科 目

経常利益金(ア)+(イ）=A

当期純利益金(A+B)
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単位：円

1 繰越剰余金 569,142,689

（当期未処分剰余金）

2 積立金取崩額 11,000,000

建物減価償却積立金 10,000,000
建物補修積立金 1,000,000

3 剰余金処分額 △ 3,500,000

建物減価償却積立金へ 3,500,000

4 次期繰越剰余金 576,642,689

剰  余  金  処  分
2021年(令和3年)3月31日現在

日本繊維輸入組合
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予算(円) 決算(円) 予算
対比 予算(円) 決算(円) 予算

対比
(1) 加 入 金 100,000 0 0% (1) 事 業 費

(2) 平 等 割 賦 課 金 2,760,000 2,640,000 96% 総 会 費 600,000 252,417 42%
(3) 実 績 賦 課 金 162,355,000 134,632,387 83% 理 事 会 費 650,000 236,241 36%
(4) 業 務 協 力 金 20,000,000 20,000,000 100% 委 員 会 費 3,000,000 164,070 5%
(5) 雑 収 入 50,000 29,184 58% 部 会 費 2,000,000 46,449 2%
(6) 退 職 給 与 引 当

預 金 取 崩 収 入
41,500,000 40,625,778 98% 諸 会 議 費 100,000 44,702 45%

当期収入合計 (A) 226,765,000 197,927,349 87% 団 体 会 費 1,000,000 913,000 91%
調 査 広 報 費 400,000 383,422 96%
海外関係事業費 2,500,000 0 0%
貿易振興事業費 5,500,000 2,815,330 51%
通 関 情 報 処 理
シ ス テ ム 開 発 費

1,000,000 99,000 10%
通関情報作成費 24,000,000 19,331,171 81%

40,750,000 24,285,802 60%
(2) 管 理 費

人 件 費 97,500,000 93,102,019 95%
旅 費 200,000 0 0%
交 通 費 2,050,000 1,963,808 96%
図書印刷消耗品費 400,000 279,728 70%
通 信 運 搬 費 1,250,000 1,178,582 94%
事 務 所 費 10,150,000 9,968,006 98%
光 熱 水 道 費 1,500,000 1,215,824 81%
事務機器関連費 3,500,000 2,940,233 84%
租 税 公 課 1,200,000 1,146,951 96%
雑 費 2,100,000 2,041,365 97%

119,850,000 113,836,516 95%
(3) 退 職 金 41,500,000 40,625,778 98%
(4) 退 職 給 与 引 当

預 金 支 出
5,500,000 6,620,341 120%

(5) 建 物 減 価 償 却
積 立 預 金 支 出

4,000,000 4,000,000 100%
(6) 予 備 費 1,000,000 0 0%
当期支出合計 (B) 212,600,000 189,368,437 89%
当期収支差額 (A)-(B) 14,165,000 8,558,912 60%

226,765,000 197,927,349 87% 226,765,000 197,927,349 87%

2020年度(令和２年度)収支計算書
自：2020年(令和2年)4月  1日
至：2021年(令和3年)3月31日

収入の部

※ 収支計算書は｢減価償却費｣は含まれず｢損益計算書」に計上される。収支計算書の当期収支差額 8,558,912円と収支計
算書の当期収支差額8,558,912円と損益計算書の当期純利益金額 5,563,072円の差額2,995,840円が減価償却費となる。

日本繊維輸入組合
支出の部

科 目科 目

小 計

小 計

合 計 合 計
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監 査 報 告 書         
 

 
 
日 本 繊 維 輸 入 組 合 
理事  諸 藤 雅 浩 殿 
 
 

作 成 年 月 日       2021 年 4 月 14 日 
事務所所在地 東京都荒川区町屋 2-7-6 
事 務 所 名       髙 橋 公 認 会 計 士 事 務 所 
公 認 会 計 士       髙 橋  章     
電 話       0 3 - 3 8 9 5 - 6 7 3 8 
 

 
 私は、日本繊維輸入組合のここに掲げられている 2020 年 4 月 1 日から 2021
年 3 月 31 日までの 2020 事業年度の計算書類、すなわち財産目録、貸借対照表、
損益計算書及び剰余金処分の各案について監査を行った。 
 この監査に当たって、私は、一般に公正妥当と認められる監査基準に準拠し
て通常実施すべき監査手続を実施した。 
 監査の結果、上記の計算書類は、輸出入取引法施行規則及び定款（寄付行為）
に従い、日本繊維輸入組合の 2021 年 3 月 31 日現在の財産の状態及び同日をも
って終了する事業年度の収支の状況を正しく示しているものと認める。 
 日本繊維輸入組合と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。 

以上 
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2021 年 4 月 16 日 
 
日 本 繊 維 輸 入 組 合            
理事  諸藤 雅浩  殿 
 

監 事  日繊商工 株式会社 
俣野 太一       

 
三共生興 株式会社 

井ノ上 明       
 

東光商事 株式会社 
奥村 政博       

 
                     東洋紡 STC 株式会社 
                        林  英昌       
 

会 計 監 査 報 告 書          
 
 私共監事は、2020 年 4 月 1 日から 2021 年 3 月 31 日までの第 58 期会計年度
の監査を法令及び組合定款に従い、4 月 16 日組合大阪事務所において行いまし
た。 
 その結果について次の通り報告します。 
 
１． 会計監査人、公認会計士髙橋章氏の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。 
 
２． 事業報告書は法令及び定款に従い、組合の状況を正確に示していると認

めます。 
 
３． 財産目録、貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分の各案は法令及び定

款に従い、正確かつ妥当であると認めます。 
 

以上 
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